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2020年度 コロナ等対応支援 資金分配団体に採択

申請中・申請予定又は採択された
事業名

2019年度 通常枠 資金分配団体に採択

番号
対象 申請 左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体名

2021年度 通常枠 資金分配団体に採択

2021年度 コロナ等対応支援 資金分配団体に採択

2022年度 コロナ等対応支援 資金分配団体に採択





事業名：

団体名：

<留意点>

公募システム添付先 提出する書類
提出
形式

通常
枠

チェック 備考

助成申請書 様式01 助成申請書 PDF ● 添付済み ※書式厳守（登録印の押印が必要）

事業計画書 様式02 事業計画書 Excel ● 添付済み ※書式厳守

資金計画書等 様式03 資金計画書等 Excel ● 添付済み ※書式厳守

申請書類チェックリスト Excel ● 添付済み ※書式厳守

事業設計図補足資料 事業設計図補足資料 PDF 任意 添付済み

その他（計画の別添等） 添付済み
※団体パンフレットや広報誌等、参考となる資料があれば提出してください。
※「提出する書類」の欄に提出する書類名を入力してください。
※欄が足りない場合は行を追加してください。

団体情報 様式05 団体情報 Excel ● 添付済み ※書式厳守

役員名簿 様式06 役員名簿 Excel ● 添付済み

※書式厳守
※役員名簿にはパスワードをかけ、パスワードはJANPIA WEBサイトから指定の
フォームでJANPIAに送ってください。（詳細は、JANPIA WEBサイト申請ページ
をご確認ください。）
※ 過去資金分配団体に採択された団体で、最新の書類を提出済みの団体は提出不
要です。

規程類必須項目確認書 Excel ● 添付済み ※書式厳守

定款 定款 PDF ● 添付済み

規程類 規程類 PDF ● 添付済み

※該当する規程類が添付できていることを確認し、チェックしてください。
※過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択され
ている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要
です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。

登記事項証明書 登記事項証明書(全部事項証明書) PDF ● 添付済み ※発行日から３ヶ月以内の全部事項証明書の写しをご提出ください。

事業報告書（過去3年分） 事業報告書 PDF ● 添付済み
※設立から３年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出くださ
い。

貸借対照表 PDF ● 添付済み

PDF ● 添付済み

キャッシュ・フロー計算書◎ PDF ● 該当しない

附属明細書◎ PDF ● 添付済み

財産目録◎ PDF ● 添付済み

PDF ● 添付済み

PDF ● 添付済み

※設立から3年未満の団体においては、提出可能な期間分について提出ください。
※随時枠の場合は前年度分のみ提出ください。

◎キャッシュ・フロー計算書、附属明細書、財産目録及び収支決算書について
は、作成している場合は提出してください。監事及び会計監査人による監査報告
書は監査を受けている場合提出してください。
※ソーシャルビジネス形成支援事業とイノベーション企画支援事業については、
「決算報告書類（過去３年分）」を参考書類として提出していただきます。

損益計算書(活動計算書、正味財産
増減計算書、収支計算書等)

収支決算書◎

監事及び会計監査人による監査報告
書◎

申請書類チェックリスト

地方都市・農山村等におけるコミュニティの持続的発展

一般財団法人中部圏地域創造ファンド

・申請書類を提出する前に必ず本チェックリストを使って提出書類が揃っているか確認してください。
 本チェックリストも申請書類と合わせて提出してください。
・本申請チェックリストは事業ごとにご提出ください。なお、２事業目は、「団体ごとに提出する申請書類」の記載は不要です。
「申請事業ごとに提出する書類」のみ記載してください。

※通常枠では、申請団体は、4つの助成事業のうち、同一事業区分の中では1事業まで、異なる事業区分間では合計2事業まで申請できます。
なお、災害支援事業については、防災・減災支援、緊急災害支援、災害復旧・生活再建支援については組み合わせての申請も可能とし、この場合は１事業として申請してください。

申請事業ご
とに提出す
る申請書類 様式04 申請書類チェックリスト※本紙

団体ごとに
提出する申
請書類
※複数事業申
請の場合、2事
業目は記入不
要

様式07 規程類必須項目確認書

決算報告書類（過去3年分）



※コンソーシアムで申請の場合には、幹事団体は以下書類もご提出ください。

コンソーシアムの実施体制表 PDF ●

PDF ● ※書式厳守

団体情報 様式05 団体情報 Excel ●

役員名簿 様式06 役員名簿 Excel ●

規程類必須項目確認書 Excel ●

定款 定款 PDF ●

規程類 規程類 PDF ●

貸借対照表 PDF ●

PDF ●

キャッシュ・フロー計算書◎ PDF ●

附属明細書◎ PDF ●

財産目録◎ PDF ●

PDF ●

PDF ●

申請事業ご
とに提出す
る申請書類

コンソーシアム関連書類
（申請事業ごと） 様式C01 コンソーシアムに関する誓約書

幹事団体以
外の各コン
ソーシアム
構成団体分
の書類

※該当資料の上記【備考】をご確認ください。様式07 規程類必須項目確認書

決算報告書類（過去3年分）
※該当資料の上記【備考】をご確認ください。
※申請時点で非幹事団体として決定している場合、非幹事団体分をご提出くださ
い。

損益計算書(活動計算書、正味財産
増減計算書、収支計算書等)

収支決算書◎
監事及び会計監査人による監査報告
書◎
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一般財団法人中部圏地域創造ファンド定款 

 

第１章   総   則 

（名称） 

第１条   この法人は、一般財団法人中部圏地域創造ファンドと称し、英文では、Chubu  

Region Creative  Development  Foundation と表示する。 

（事務所） 

第２条   この法人は、主たる事務所を名古屋市内に置く。 

２   この法人は、理事会の決議によって、従たる事務所を必要な場所に設置することがで

きる。 

 

第２章   目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、地域や社会の課題解決に向けて活動するＮＰＯ等をはじめとする民

間公益活動団体及びその実施する民間公益活動に対して、資金的支援や人材育成支援等を

行うことを通じて、将来にわたって安心して暮らせる持続可能な地域社会を創造し、もっ

て中部圏における公益の増進に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第４条   この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1)  ＮＰＯ等をはじめとする民間公益活動への資金的支援事業 

(2)  ＮＰＯ等をはじめとする民間公益活動が発展するための人材や団体の研修事業 

(3)  ＮＰＯ等をはじめとする民間公益活動が発展するための調査事業 

(4) その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

第３章   資産及び会計 

（財産の拠出） 

第５条   設立者は、別表第１の財産を、この法人の設立に際して拠出する。 

（基本財産） 

第６条   この法人の目的である事業を行うために不可欠な別表第１の財産は、この法人の

基本財産とする。 

２   基本財産は、評議員会において別に定めるところにより、この法人の目的を達成する

ために善良な管理者の注意をもって管理しなければならず、基本財産の一部を処分又は担

保に提供しようとするとき及び基本財産から除外しようとするときは、あらかじめ評議員

会において、議決に加わることができる評議員の３分の２以上に当たる多数の承認を受け

なければならない。 

（事業年度） 

第７条   この法人の事業年度は、毎年4月1日に始まり、翌年の3月31日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 

第８条   この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達書及び設備投資の見込みを記載し

た書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事会の承認を

受けなければならない。 
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２   前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置

き、一般の閲覧に供するものとする。 

（事業報告及び決算） 

第９条   この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書類

を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定時評議員会へ提出し、第1

号及び第2号の書類については、その内容を報告し、第3号から第7号までの書類について

は承認を受けなければならない。 

(1)   事業報告 

(2)   事業報告の附属明細書 

(3)   貸借対照表 

(4)   損益計算書（正味財産増減計算書） 

(5)   貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

(6)   財産目録 

２   第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間、一般の閲覧に供するととも

に、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

(1)   監査報告 

(2)   理事及び監事の名簿 

(3)   運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載

した書類 

（剰余金の不分配） 

第１０条   この法人は、剰余金の分配を行わない。 

 

第４章   評議員 

（評議員） 

第１１条   この法人に評議員５名以上１５名以内を置く。 

（評議員の選任及び解任） 

第１２条   評議員の選任及び解任は、評議員選定委員会において行う。 

２   評議員選定委員会は、評議員１名、監事１名、事務局員１名、及び次項の定めに基づ

いて選任された外部委員２名の合計５名で構成する。 

３   評議員選定委員会の外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において選任

する。 

(1)   この法人又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を含む。）の

業務を執行する者又は使用人 

(2)   過去に前号に規定する者となったことがある者 

(3)   第１号又は第２号に該当する者の配偶者、３親等内の親族又は使用人（過去に使用人

となった者も含む。） 

４   評議員選定委員会に提案する評議員候補者は、理事会又は評議員会がそれぞれ推薦す

ることができる。 

５   評議員選定委員会に評議員候補者を推薦する場合には、次の事項のほか、当該候補者

を評議員として適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。 

(1)   当該候補者の経歴 
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(2)   当該候補者を候補者とした理由 

(3)   当該候補者とこの法人の役員等（理事、監事及び評議員）との関係 

(4)   当該候補者の兼職状況 

６   評議員選定委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただ

し、外部委員の１名以上が出席し、かつ、外部委員の１名以上が賛成することを要する。 

７   評議員選定委員会は、前条に定める評議員の員数を欠くこととなるときに備えて、補

欠の評議員を選任することができる。 

８   前項の場合には、評議員選定委員会は、次の事項も併せて決定しなければならない。 

(1)   当該候補者が補欠の評議員である旨 

(2)    当該候補者を１人又は２人以上の特定の評議員の補欠の評議員として選任するとき

は、その旨及び当該特定の評議員の氏名 

(3)   同一の評議員（２人以上の評議員の補欠として選任した場合にあっては、当該２人以

上の評議員）につき、２人以上の補欠の評議員を選任するときは、当該補欠の評議員相互

間の優先順位 

９   第７項の補欠の評議員の選任に係る決議は、当該選任後４年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで、その効力を有する。 

（任期） 

第１３条   評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとする。 

２   任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評

議員の任期の満了する時までとする。 

３   評議員が欠けた場合又は第１１条に定める評議員の員数が欠けた場合には、任期の満

了又は辞任により退任した評議員は、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員と

しての権利義務を有する。 

（評議員に対する報酬等） 

第１４条   評議員は無報酬とする。ただし、 評議員には、その職務を行うために要する費

用の支払をすることができる。 

 

第５章   評議員会 

（構成） 

第１５条   評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

（権限） 

第１６条   評議員会は、次の事項について決議する。 

(1)   理事及び監事の選任及び解任 

(2)   貸借対照表及び計算書類等の承認 

(3)   定款の変更 

(4)   残余財産の処分 

(5)   合併及び事業の全部又は重要な一部の譲渡 

(6)   基本財産の処分又は除外の承認 

(7)   その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定める事項 

（開催） 
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第１７条   評議員会は、定時評議員会として、毎年事業年度終了後３月以内に開催するほ

か、必要がある場合に臨時評議員会を開催する。 

（招集） 

第１８条   評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事

長が招集する。 

２   評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議

員会の招集を請求することができる。 

（招集の通知） 

第１９条   理事長は、評議員会の日の７日前までに、評議員に対して、会議の日時及び場

所並びに目的である事項を記載した書面により、あるいは政令の定めるところにより評議

員の承諾を得て電磁的方法により、招集の通知を発する。 

２   前項の規定にかかわらず、評議員全員の同意があるときは、招集の手続を経ることな

く、評議員会を開催することができる。 

（提供計算書類等の電磁的方法による提供） 

第２０条 理事長は、定時評議員会の招集の通知に際し、提供計算書類等を、法務省令の

定めるところにより、電磁的方法で、提供することができる。 

（議長） 

第２１条   評議員会の議長は、評議員会において、出席した評議員の中から選出する。 

（決議） 

第２２条   評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員

の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２   前項の規定にかかわらず、次の決議は、特別の利害関係を有する評議員を除く評議員

の３分の２以上に当る多数をもって行わなければならない。 

(1)   監事の解任 

(2)   定款の変更 

(3)   残余財産の処分 

(4)   合併及び事業の全部又は重要な一部の譲渡 

(5)   基本財産の処分又は除外の承認 

(6)   その他法令又はこの定款で定める事項 

３   理事又は監事を選任する決議に際しては、各候補者ごとに第１項の決議を行わなけれ

ばならない。理事又は監事の候補者の合計数が第２５条第１項に定める員数を上回る場合

には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数に達するまでの者を選任

することとする。 

（議事録） 

第２３条   評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。

議事録は、開催の日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果等を記載又は記録するこ

ととし、議長及び出席した理事が必要に応じこれに署名若しくは記名押印又は電子署名を

し、評議員会の日から１０年間主たる事務所に備え置く。 

（評議員会規則） 

第２４条   評議員会に関する事項については、法令又はこの定款に定めるもののほか、評

議員会において定める評議員会規則による。 
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第６章   役員等 

（役員の設置） 

第２５条   この法人に、次の役員を置く。 

(1)   理事   ５名以上１５名以内 

(2)   監事   ３名以内 

２   理事のうち、１名を代表理事とする。代表理事をもって理事長とする。 

３   理事長以外の理事のうち、８名以内を業務執行理事とする。 

（役員の選任） 

第２６条   理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２   理事長、及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。理事会

は業務執行理事の中から、副理事長を選任することができる。副理事長は３名以内とす

る。 

３   監事は、この法人又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることができない。 

４   各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族（これらの者に準ずる

ものとして当該理事と特別の関係がある者を含む。）の合計数は、理事総数の３分の１を

超えてはならない。監事についても、同様とする。 

５   他の同一の団体（公益法人又はこれに準ずるものとして政令で定めるものを除く。）

の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係にあるものとして法令で

定める者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えてはならない。監事につい

ても、同様とする。 

（理事の職務及び権限） 

第２７条   理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款の定めるところにより、職務を執

行する。 

２   理事長は、法令及びこの定款の定めるところにより、この法人を代表し、その業務を

執行し、業務執行理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を分

担執行する。 

（監事の職務及び権限） 

第２８条   監事は、理事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより、監査報告を

作成する。 

２   監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び

財産の状況の調査をすることができる。 

（役員の任期） 

第２９条   理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとする。 

２   監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評

議員会の終結の時までとする。 

３   補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

る。 
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４    理事若しくは監事が欠けた場合又は第２５条第１項に定める理事若しくは監事の員数

が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した理事又は監事は、新たに選任され

た者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。 

（役員の解任） 

第３０条   理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、その理事又は監事を評議員

会の決議によって解任することができる。ただし、監事を解任する決議は、議決に加わる

ことができる評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1)   職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2)   心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

（報酬等） 

第３１条    理事及び監事は、無報酬とする。ただし、常勤の理事及び監事に対しては、別に評議員会

決議により定める役員等報酬規程に従って算定した額を、報酬等として支給することができる。 

２ 理事及び監事には、その職務を行うために要する費用の支払をすることができる。 

（名誉顧問、顧問及び政策委員） 

第３２条   この法人に、名誉顧問、顧問及び政策委員を置くことができる。 

２  名誉顧問、顧問及び政策委員は、学識経験者の中から、理事会において任期を定めた

上で選任する。 

３  名誉顧問、顧問及び政策委員は、理事長の諮問に応え、理事会において意見を述べる

ことができる。 

４  名誉顧問、顧問及び政策委員は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要す

る費用の支払をすることができる。 

（取引の制限） 

第３３条   理事は、次に掲げる取引をしようとする場合には、理事会において、その取引

について重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

(1)   自己又は第三者のためにするこの法人の事業の部類に属する取引 

(2)   自己又は第三者のためにするこの法人との取引 

(3)   この法人がその理事の債務を保証することその他その理事以外の者との間におけるこ

の法人とその理事との利益が相反する取引 

２   前項の取引をした理事は、その取引後、遅滞なく、その取引について重要な事実を理

事会に報告しなければならない。 

（責任の一部免除又は限定） 

第３４条   この法人は、理事又は監事の一般法人法第１９８条において準用する同法第１

１１条第１項の賠償責任について、法令の定める要件を満たす場合には、理事会の決議に

よって、賠償責任額から法令で定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として、免

除することができる。 

２   この法人は、理事（業務執行理事又は当該法人の使用人でないものに限る。）、監事と

の間で、前項の賠償責任について、法令の定める要件を満たす場合には賠償責任を限定す

る旨の契約を締結することができる。ただし、その契約に基づく賠償責任の限度額は、法

令で定める最低責任限度額とする。 

 

第７章   理事会 
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（構成） 

第３５条   理事会は、すべての理事をもって構成する。 

（権限） 

第３６条   理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 

(1)   業務執行の決定 

(2)   理事の職務の執行の監督 

(3)   理事長及び業務執行理事の選定及び解職 

(4)   名誉顧問、顧問及び政策委員の選任及び解任 

(5)   評議員会の開催の日時及び場所並びに評議員会の目的である事項の決定 

(6)   規則の制定、変更及び廃止 

２   理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に委任することがで

きない。 

(1)   重要な財産の処分及び譲受け 

(2)   多額の借財 

(3)   重要な使用人の選任及び解任 

(4)   従たる事務所その他重要な組織の設置、変更及び廃止 

(5)   理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他この法

人の業務の適正を確保するために必要なものとして法令で定める体制の整備 

(6)   第３４条第１項の責任の免除及び同条第２項の責任限定契約の締結 

（開催） 

第３７条   通常理事会は、毎年定期に、年４回開催する。 

２   臨時理事会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。 

(1)   理事長が必要と認めたとき。 

(2)   理事長以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があ

ったとき。 

(3)   前号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理

事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が招集し

たとき。 

(4)   監事から、一般法人法第１９７条において準用する同法第１００条に規定する場合に

おいて、必要があると認めて理事長に招集の請求があったとき。 

(5)   前号の請求があった日から５日以内に、その請求のあった日から２週間以内の日を理

事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした監事が招集し

たとき。 

（招集） 

第３８条   理事会は、理事長が招集する。ただし、前条第２項第３号により理事が招集す

る場合及び同項第５号により監事が招集する場合を除く。 

２   理事長は、前条第２項第２号又は第４号の請求があった場合は、その請求があった日

から５日以内に、請求の日から２週間以内の日を理事会の日とする臨時理事会を招集しな

ければならない。 

３   理事及び監事の全員の同意のあるときは、招集の手続を経ることなく理事会を開催す

ることができる。 
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（議長） 

第３９条   理事会の議長は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事長がこれに当た

る。 

（決議） 

第４０条   理事会の決議は、この定款に別段の定めがある場合を除き、議決に加わること

ができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２   決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。 

（決議の省略） 

第４１条   理事が、理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、その

提案について、議決に加わることができる理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の

意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。た

だし、監事が異議を述べたときは、この限りでない。 

（報告の省略） 

第４２条   理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知し

た場合においては、その事項を理事会に報告することを要しない。ただし、一般法人法第

１９７条において準用する同法第９１条第２項の規定による報告については、この限りで

ない。 

（議事録） 

第４３条   理事会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成する。議事

録は、開催の日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果等を記載又は記録することと

し、議長及び出席した理事及び監事が必要に応じこれに署名若しくは記名押印又は電子署

名をし、理事会の日から１０年間主たる事務所に備え置く。 

（理事会規則） 

第４４条   理事会に関する事項については、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事

会において定める理事会規則による。 

 

第８章   定款の変更、合併及び解散等 

（定款の変更） 

第４５条   この定款は、評議員会において、議決に加わることができる評議員の３分の２

以上に当たる多数をもって決議することにより変更することができる。 

２   前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第１２条についても適用する。 

（合併等） 

第４６条   この法人は、評議員会における、議決に加わることができる評議員の３分の２

以上に当たる多数の決議により、他の一般法人法上の法人との合併又は事業の全部若しく

は一部の譲渡をすることができる。 

（解散） 

第４７条   この法人は、基本財産の滅失その他の事由によるこの法人の目的である事業の

成功の不能その他法令で定める事由によって解散する。 

（残余財産の帰属） 
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第４８条   この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経

て、「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」第５条第１７号に掲げる法

人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

第９章   委員会 

（委員会） 

第４９条   この法人の事業を推進するために必要あるときは、理事会は、その決議によ

り、委員会を設置することができる。 

２   委員会の委員は、学識経験者の中から理事会が選任する。 

３   委員会の任務、構成及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

 

第１０章   事務局 

（事務局） 

第５０条   この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２   事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

３   事務局長及び重要な職員は、理事長が理事会の承認を得て任免する。 

４   事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

 

第１１章   情報公開及び個人情報の保護 

（情報公開） 

第５１条   この法人は、公正で開かれた活動を推進するため、その活動状況、運営内容、

財務資料等を積極的に公開するものとする。 

２   情報公開に関する必要な事項は、理事会の決議により別に定める情報公開規程によ

る。 

（個人情報の保護） 

第５２条   この法人は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期するものとする。 

 

第１２章   公告の方法 

（公告の方法） 

第５３条   この法人の公告は、電子公告により行う。 

２   事故その他やむを得ない事由によって前項の公告をすることができない場合は、官報

に掲載する方法により行う。 

 

第１３章   附   則 

（設立時の評議員） 

第５４条   この法人の設立時評議員は、次に掲げる者とする。 

設立時評議員   青木孝弘、岩原明彦、内輪博之、片桐正博、加藤義人、蛇川雄司、新開 

輝夫、津田正夫、戸田敏行、戸成司朗、福和伸夫、三浦司之、森川高行   

（設立時の役員等） 

第５５条   この法人の設立時理事、設立時理事長及び設立時監事は、次に掲げる者とす

る。 
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設立時理事  雨森孝悦、稲垣隆司、鵜飼宏成、大西光夫、大野明彦、後藤澄江、小林宏 

之、鈴木盈宏、服部敦、羽根田英樹、山田雅雄  

設立時理事長    稲垣隆司 

設立時監事  藤田哲、𠮷田歌子、鷲野直久   

（最初の事業計画等） 

第５６条   この法人の設立当初年度の事業計画及び収支予算は、第８条第１項の規定にか

かわらず、設立者の定めるところによる。 

（最初の事業年度） 

第５７条   この法人の最初の事業年度は、この法人成立の日から平成３０年３月３１日ま

でとする。 

（設立者の氏名及び住所） 

第５８条   設立者の氏名及び住所は、次のとおりである。 

住   所  

設立者   稲垣隆司 

住   所   

設立者    大西光夫 

住   所     

設立者    大野明彦 

住   所   

設立者    栗田暢之 

住   所    

設立者    小林宏之 

住   所  

設立者    羽根田英樹 

住   所  

設立者    山田雅雄 

住   所  

設立者    𠮷田歌子 

（法令の準拠） 

第５９条   本定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。 

以上、一般財団法人中部圏地域創造ファンド設立のため、設立者は、本定款を作成し、こ

れに記名押印する。 

 

平成３０年１月２９日 

 

設立者    稲垣隆司 

 

設立者    大西光夫 

 

設立者    大野明彦 
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設立者    栗田暢之 

 

設立者    小林宏之 

 

設立者    羽根田英樹 

 

設立者   山田雅雄 

 

設立者   𠮷田歌子 

 

 

附 則（2019年6月15日） 

 定款第３１条第１項及び第２項の変更については、評議員会の決議があった日（2019年6月15日）よ

り施行する。 

 

 

別表第１   基本財産 

 

設立者  稲垣隆司 現金１００万円 

設立者    大西光夫 現金６０万円 

設立者    大野明彦 現金１５万円 

設立者    栗田暢之 現金２０万円 

設立者    小林宏之 現金３０万円 

設立者    羽根田英樹 現金１５万円 

設立者   山田雅雄 現金５０万円 

設立者    𠮷田歌子 現金１０万円 

 

 











職員給与の算定基準 
2023年4月1日改訂、理事長決裁 

一般財団法人中部圏地域創造ファンドの職員給与を算定する基準は、下記のとおりとする。 

記 

１ 基本給の算定 

 賃金規程第２条には、「基本給は、本人の経験、技能、職務遂行能力を総合的に勘案し、個人別

に定める」とあるが、個別に定めるにあたっては、2022年度の愛知県職員の給与水準（地域手当

を含む）等を参考に、次のように算定する。 

【正規職員】 

（１）初任給（月給）は次の額を基準に、経験年数等を加味して個別に定める。

①大学卒程度の場合の基本給（2023年度の県の改定値を1.05と仮定する）

241,749円（212,200×1.085円×1.05）＋6,000円×経験年数（20年を上限とする）を基本とする。

②高校卒程度の場合の基本給（2023年度の県の改定値を1.05と仮定する）

186,620円（175,000×1.085円×1.05）＋6,000円×経験年数（20年を上限とする）を基本とする。

（２）賞与は、年2回の支給月に、基本給をベースに、理事会の承認を得て１～3か月分を支給す

る。勤務成績により加減できる。

（３）毎年度当初に、愛知県職員給与の改定額および当該職員の経験年数などを加味して改定す

ることができる。

【契約職員、パート職員、臨時雇職員】 

（１）時間当たり給与を次のとおりとする。

業務の種類 作業内容 例示 1時間単価 

事 務 単純な作業 受付・発送・印刷・単純な PC
データ入力 

1200～1500円 

ある程度の専門性が必要 データ処理・編集 ～1800円 

高度な専門性が必要 高度なデータ処理・編集、事業

企画・推進 
～2200円 

より高度な専門性が必要 高度な事業企画・運営管理 ～3000円 

専門技術業務 専門的技術が必要 ＷＥＢ制作・デザイン・ビデオ

撮影 
1700～2200円 

高度な専門性が必要 高度なＷＥＢ制作・デザイン・

ビデオ撮影 
～3000円 

（２）勤務成績が良い職員には、正規職員の基準に準じて賞与を支給することができる、







損益計算書（正味財産増減計算書）
一般財団法人中部圏地域創造ファンド

科 目 当年度 前年度 増減
Ⅰ 一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部

①受取助成金等

受取助成金 123,551,808 64,523,100 59,028,708

②受取寄付金

受取寄付金
指定正味財産からの振替額 655,072 1,050,006 △ 394,934

③事業収益
受託料 2,320,000 3,000,000 △ 680,000
自主事業収益 12,000 △ 12,000

④雑収益
受取利息 11 9 2

雑収益 0 120,000 △ 120,000

経常収益 計 126,526,891 68,705,115 57,821,776

①事業費
支払助成金 80,469,392 40,000 80,429,392

役員 報酬 1,350,000 300,000 1,050,000
給与 手当 12,918,200 5,123,165 7,795,035
臨時雇賃金 0 139,120 △ 139,120
福利厚生費 2,311,629 314,106 1,997,523
諸 謝 金 1,811,220 819,500 991,720
旅費交通費 360,226 457,664 △ 97,438
業務委託費 530,000 0 530,000

印刷製本費 91,700 150,291 △ 58,591

通信運搬費 504,049 53,650 450,399

会 議 費 22,920 31,335 △ 8,415

地代  家賃 240,000 64,000 176,000

賃 借 料 27,300 94,410 △ 67,110

消耗品 費 915,145 466,245 448,900

修 繕 費 4,147 85,250 △ 81,103
新聞図書費 0 17,240 △ 17,240
減価償却費 287,728 188,650 99,078
租税 公課 600 600 0
支払手数料 120,310 28,069 92,241
雑 費 8,812 540 8,272

事業費 計 101,973,378 8,373,835 93,599,543

②管理費
会  議  費 0 21,988 △ 21,988

旅費交通費 540 188,750 △ 188,210

通信運搬費 390 49,512 △ 49,122

減価償却費 0 49,248 △ 49,248

消耗品  費 5,160 15,312 △ 10,152

地代  家賃 0 176,000 △ 176,000
賃  借  料 23,100 27,720 △ 4,620
租税 公課 450 11,450 △ 11,000
支払手数料 500 28,733 △ 28,233
雑 費 10,000 11,270 △ 1,270

管理費 計 40,140 579,983 △ 539,843
経常費用計 102,013,518 8,953,818 93,059,700

当期経常増減額 24,513,373 59,751,297 △ 35,237,924

  ２．経常外増減の部

経常外収益  計 0 0 0

経常外費用  計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0
税引前一般正味財産増減額 24,513,373 59,751,297 △ 35,237,924
法人税民税及び事業税 144,500 71,008 73,492
当期一味財産増減額 24,368,873 59,680,289 △ 35,311,416
一般正味財産期首残高 59,936,454 256,165 59,680,289
一般正味財産期末残高 84,305,327 59,936,454 24,368,873

Ⅱ 指定正味財産増減の部
受取運用益

基本財産受取利息 29 37 △ 8

受取寄付金
基本財産 0 0 0

冠基金増加額 655,000 1,080,000 △ 425,000

当法人設置基金増加額 250,000 0 250,000
当法人支援基金増加額 0 0 0
その他の基金増加額 0 0 0

一般正味財産への振替額 △ 655,072 △ 1,050,006 394,934
当期指定正味財産増減額 249,957 30,031 219,926
指定正味財産期首残高 3,130,043 3,100,012 30,031
指定正味財産期末残高 3,380,000 3,130,043 249,957

Ⅲ 正味財産期末残高 87,685,327 63,066,497 24,618,830

[税込]（単位：円）

自 2020年 4月1日  至 2021年 3月31日

(1)経常収益

(2)経常費用

(1)経常外収益 

(2)経常外費用

(※)一般正味財産期末残高には、次年度以降執行分の休眠預金事業残高83,648,614円（草の根18,754,731円、コロ
ナ64,893,883円）が含まれており、これらを控除した一般正味財産期末残額は658,713円である。



資産計上による費用の減少により＋140948円
法人税等の増加額により△5,300円
合計135,648円、当期正味財産期末残高が増加しています。

F87:



貸借対照表及び損益計算書の附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細
財務諸表に関する注記の記載事項に同じ。

財務諸表に関する注記

有形固定資産は定率法により減価償却しています。

（単位：円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

設立時拠出金 3,000,000 3,000,000

特定資産

法人設置基金 100,000 250,000 350,000

冠基金（水谷潤平教育基金） 75,000 75,000 0

冠基金（ＮＰＯ支援基金） 30,000 30,000

冠基金（ハルカ支援基金） 580,000 580,000 0

受取利息 43 29 72 0

合 計 3,130,043 905,029 655,072 3,380,000

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

1.重要な会計方針
(1)固定資産の減価償却の方法

(2)基本財産及び特定財産の増減額及びその残高

(3)消費税等の会計処理





指定正味財産の部の計算内訳

科目 前期末残高
当期増加額 当期減少額（一般へ振替） 当期末残高

合計 助成金充当額 事業管理費 法人会計 合計 助成金充当額 事業管理費 法人会計 合計 助成金充当額 事業管理費 法人会計
基本財産

基本財産  3,000,000              -             -             -             -             -             -             -             -  3,000,000             -             -  3,000,000 

小計  3,000,000              -             -             -             -             -             -             -             -  3,000,000             -             -  3,000,000 

特定資産
冠基金 水谷潤平基金              -      75,000     50,000     25,000             -     75,000     50,000     25,000             -              -             -             -              - 

ハルカ基金    580,000   400,000   180,000   580,000   400,000   180,000             -              -             -             -              - 
法人設置基金    100,000             -             -             -             -             -    100,000             -             -    100,000 

            -             -             -             -             -              -             -             -              - 

支援基金      30,000             -             -             -             -             -             -      30,000             -             -      30,000 

   250,000             -             -   250,000             -             -             -             -    250,000             -             -    250,000 

受取利息            43            29             -             -           29           72             -             -           72              -             -             -              - 

             -             -             -             -             -             -             -             -              -             -             -              - 

小計    130,043    905,029   450,000   205,000   250,029   655,072   450,000   205,000           72    380,000             -             -    380,000 

合計  3,130,043    905,029   450,000   205,000   250,029   655,072   450,000   205,000           72  3,380,000             -             -  3,380,000 



一般財団法人中部圏地域創造ファンド

正味財産増減計算書

科 目
事業会計

法人会計 合計 備考
基金事業 一般事業 計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1. 経常増減の部

①受取助成金等

受取助成金 2,904,808 120,647,000 123,551,808 123,551,808

②受取寄付金

指定正味財産からの振替額 655,031 0 0 0 655,031 41 655,072

③事業収益

受託料 2,320,000 2,320,000 2,320,000

⑤雑収益 0

受取利息 0 11 11

経常収益計 655,031 2,320,000 2,904,808 120,647,000 126,526,839 52 126,526,891

①事業費

支払助成金 460,000 32,415,667 47,593,725 80,469,392 80,469,392

役員報酬 46,242 163,758 720,000 420,000 1,350,000 1,350,000

給与手当 203,830 721,828 6,767,994 5,224,548 12,918,200 12,918,200

福利厚生費 43,532 154,160 1,252,537 861,400 2,311,629 2,311,629

諸謝金 22,716 585,444 907,220 295,840 1,811,220 1,811,220

旅費交通費 816 36,400 248,938 74,072 360,226 360,226

業務委託費 250,000 280,000 530,000 530,000

印刷製本費 12,480 2,580 76,640 91,700 91,700

通信運搬費 3,035 38,626 134,838 327,550 504,049 504,049

会議費 13,200 9,720 22,920 22,920

地代家賃 5,153 18,247 150,000 66,600 240,000 240,000 事務所家賃按分

賃借料 22,350 4,950 27,300 27,300

消耗品費 5,084 20,311 432,908 456,842 915,145 915,145

修繕費 914 3,233 4,147 4,147

減価償却費 55,599 196,892 35,237 287,728 287,728

租税公課 600 600 600

支払手数料 10,608 35,584 48,125 25,993 120,310 120,310

雑費 570 2,242 6,000 8,812 8,812

事業費計 858,099 1,989,805 43,372,357 55,753,117 101,973,378 0 101,973,378

②管理費

旅費交通費 0 540 540

通信運搬費 0 390 390

消耗品費 0 5,160 5,160

賃借料 0 23,100 23,100

租税公課 0 450 450 収入印紙

支払手数料 0 500 500

雑費 0 10,000 10,000

管理費計 0 0 0 0 0 40,140 40,140

経常費用計 858,099 1,989,805 43,372,357 55,753,117 101,973,378 40,140 102,013,518

当期経常増減額 △ 203,068 330,195 △ 40,467,549 64,893,883 24,553,461 △ 40,088 24,513,373

2. 経常外増減の部

0 0

経常外収益計 0

0 0

経常外費用計 0 0

当期経常外増減益 0

他会計振替額 △ 235,917 △ 256,695 △ 492,612 492,612 0

税引前当期一般正味財産増減額 △ 438,985 73,500 △ 40,467,549 64,893,883 24,060,849 452,524 24,513,373

法人税、住民税及び事業税 73,500 73,500 71,000 144,500

当期一般正味財産増減額 △ 438,985 0 △ 40,467,549 64,893,883 23,987,349 381,524 24,368,873

一般正味財産期首残額 438,985 0 59,222,280 59,661,265 275,189 59,936,454

一般正味財産期末残額 0 0 18,754,731 64,893,883 83,648,614 656,713 84,305,327

Ⅱ 指定正味財産増減の部

受取運用益

 冠基金受取利息 0 0

 当法人設置基金受取利息 0 0

 当法人支援基金受取利息 0 0

 その他の基金受取利息 0 29 29

受取寄付金 0 0

冠基金増加額 655,000 655,000 655,000

当法人設置基金増加額 0 0

当法人支援基金増加額 △ 30,000 △ 30,000 280,000 250,000 部門修正

一般正味財産への振替額 655,031 0 0 0 655,031 41 655,072 本年度執行分を振替

当期指定正味財産増減額 △ 30,031 0 0 0 △ 30,031 279,988 249,957

当期指定正味財産期首額 130,031 0 0 0 130,031 3,000,012 3,130,043

当期指定正味財産期末額 100,000 0 0 0 100,000 3,280,000 3,380,000

Ⅲ 正味財産期末残高 100,000 0 18,754,731 64,893,883 83,748,614 3,936,713 87,685,327

2020年4月1日から2021年3月31日まで
(単位：円)

休眠預金
（草の根）

休眠預金
（コロナ）

（1）経常収益

2020年度入金額。2021年度執行分含

（2）経常費用

（1）経常外収益

（2）経常外費用

(※１）

(※1)一般正味財産期末残高には、次年度以降執行分の休眠預金事業残高83,648,614円（草の根18,754,731円、コロナ64,893,883円）が含まれており、
これらを控除した一般正味財産期末残額は658,713円である。
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